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ベトナムと茨城県の交流状況 

平成26年3月 • サン国家主席来県（※国賓訪問のプログラムの一環）。 
（閣僚、各省人民委員長同行） 

• 農業農村開発省と農業技術協力に関する覚書を交換。 
平成26年5月 • 労働傷病兵社会問題省（MOLISA）副大臣来県。 

• JA茨城県中央会とMOLISAとの間で、農業技能実習生派遣に関
する協定を締結。 

平成26年8月 • 科学技術省副大臣来県。 
平成26年9月 • ベトナム投資セミナー開催。 
平成26年10月 • 知事をはじめとする茨城県訪問団の訪越（含むJETRO投資視察

ミッション等）。 
• ハナム省人民委員長来県。 
• カマウ省人民委員長来県。 

平成26年12月 
（予定） 

• 計画投資省副大臣、西南部指導委員会、メコンデルタ９省来県。
ベトナム農業投資セミナー開催。 

• 常陽銀行と外国投資庁との間で、経済交流に関する覚書を交換。 
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茨城県訪問団訪越プログラム（１） 

１ 訪問のねらい 
（１）農業分野の協力促進 
（２）本県商工業の海外展開促進 
（３）労働分野での意見交換 
（４）ベトナムとの友好交流の促進等 

２ 訪問団の規模：約80名。 
県（知事ほか）、県議会、市町村長、農業団体、経済団体、福祉・医療団体、食品輸
出関係者、日本ベトナム友好協会茨城県連合会等 
※同時期に「ジェトロ・ベトナム投資環境視察ミッション」（県内企業等約２０人）
が訪越。合計して約100名。 

３ 成果 
• ベトナムと茨城県の友好・協力関係の発展を確認。 
• 農業技術協力の実施可能性に対する理解を深化。 
• ベトナムへの本県企業進出を促進（※帰国後、ジェトロミッション参加企業がハナム
省への進出を決定）。 

• 「常陸牛」のベトナムへの輸出開始。 
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茨城県訪問団訪越プログラム（２） 

４ 日程：平成26年10月5日（日）～10日（金）（６日間） 

5日（日） ハノイ着、現地メディアとの会見 
農業農村開発大臣主催歓迎夕食会 

6日（月） 農業農村開発大臣、計画投資大臣、労働傷病兵社会問題省副大臣との会談 
サン国家主席との会談（約100名）、国家主席主催夕食会（50名） 

7日（火） ナムディン省訪問（人民委員長等との会談、農業地帯視察） 
県及びベトナム政府等主催レセプション 

8日（水） ホーチミン市へ移動 
現地流通事情（Coopmart、イオンモール）視察 
チョーライ病院視察 
ホーチミン市人民委員長との会談、歓迎夕食会 

9日（木） ドンタップ省訪問（人民委員長等との会談訪問、農業地帯視察） 
ティエンザン省人民委員長等との会談 

10日（金） 工業団地（サイゴンハイテクパーク）視察 
ホーチミン市発 
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茨城県訪問団訪越プログラム（３） 

← 
サン国家主席と
の会談の様子 

レセプションで
の常陸牛の提供 
↓ 

農業農村開発 
大臣との会談 

↓ 

↑ 
ナムディン省での 
野菜生産現場視察 
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茨城県訪問団訪越プログラム（４） 

報道ぶり（現地、国内） 

※ＮＨＫ、ＶＴＶ（ベトナム国営放送）での報道状況を説明 
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ベトナムへの農業技術協力の全体像 

○ＪＩＣＡ＜草の根技術協力事業＞
実施
主体 茨城県 茨城県農業協同組合中央会 

協力
事項 覚書の④、⑥を除く項目 覚書の④，⑥ 

項目 越国農業研究員受入 越国への日本人技術者派遣 
目的 県農業総合センターで研修機会を提供 現地の農業技術向上支援 

対象 越国農業研究者、農業指導者 
（ハノイ市・ナムディン省） 越国農業従事者 

概要 

○H27～  本県の研究内容を紹介す
る短期研修（2週間5名程度）

○H27～H29  H27の結果を踏まえ
越側の関心の高いテーマに絞る（3
カ月2名程度）

○H27~H29
日本（茨城県）型農業技術
指導 

○ベトナム人農業技能実習生受入に関する協定
実施主体 茨城県農業協同組合中央会 
協力事項 覚書の④，⑥ 
締結日 平成26年5月15日 
締結者 茨城県農業協同組合中央会 

ベトナム労働傷病兵社会問題省海外労働管理局 
概要 ・ベトナム労働傷病兵社会問題省（ベトナム労

働省）による茨城県農業協同組合中央会（Ｊ
Ａ）への優良な派遣機関の紹介 

・ＪＡによるベトナム労働省へのＪＡグループ
内の実習生受入希望機関の紹介 

  【当面のベトナム人技能実習生受入れ計画】 

茨城県とベトナム農業農村開発省による、ベトナムの地方自治体と茨城県の農業における協力関係強化に関する覚書 
締結日 平成26年3月16日 締結者 茨城県・ベトナム農業農村開発省 

協力事項 
概要 

以下の農業分野における包括的協力 
①農産物への最新技術の応用、②ベトナム米の品種改良、食肉生産、③機械化、④農業技術者の育成支援、⑤農産物の加工・保存の技
術支援、⑥ベトナムから日本への技能実習派遣等の育成支援、⑦農業・農村組織の育成強化 

実施方法 

期待される
効果 

H27.2 H28.1 H28.12 H29.12 
20人 45人 100人 200人 

連携

（技能実習
生受入のた
めの現地事
前指導も実
施）

・ベトナム国の農業を牽引する人材育成、農業振興、住民の裨益
・茨城県の農業振興（農業従事者の高齢化等に伴うマンパワーの確保）、将来的な農産物輸出
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JICA草の根技術協力スキームによる農業技術協力 

事業の目的：茨城県の特徴を活かした都市近郊型農業について、生産技術や流通販売の取組の習得を
通じて、対象地域の農業の発展に寄与する人材（研究者、指導者、農家等）の育成を図る。 

対象地域：ハノイ市（近郊含む）およびナムディン省 

各活動：  
（１）ベトナムの農業研修員の受入れ 
１年目：  茨城県の農業及び試験研究機関の取組に関する理解。 
２・３年目：研究技術の向上のため県試験研究機関で研修を実施。 

（２）ベトナムへの専門家の派遣 
① 指導者層を対象に茨城県の農業生産や流通事情と効率的な野菜生産技術の優位性等を理解する
為のセミナーを実施する。対象は農業技術者や農業者、農業関係企業（技能実習生送出機関含
む）等。 

② 農業者を対象に、土づくり、育苗、施肥、主要品目の栽培技術や安全・安心の取組などの茨城
型農業の実態に関する講習会・現地研修会を実施。 

③ ハノイ市、ナムディン省のモデルサイトにおける葉菜類の高品質安定生産技術の実証支援。 
④ 対象地域における安心安全な農産物の流通事例を確認し、流通改善に関する提案を行う。 

実施期間：平成27年2月～平成29年3月 
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日越農業協力対話における検討と茨城県の取組との関係 

・日越農業協力対話の枠組の中で、アセアン部会と連携し、民間投資と経済協力の連携によるフードバリューチェ
ーンの案件形成、中長期ビジョン（モデル地域設定、計画期間5年）の素案作成等を進め、本年12月に開催予定
の日越農業協力対話コアメンバー会合で議論。 

・来年６月頃の日越農業協力対話第２回ハイレベル会合で中長期ビジョンの承認を目指す。 

（第2回グローバル・フードバリューチェーン推進官民協議会配布資料より）  

課題 モデル地域 取組の概要 
（生産） 
生産性・付加価値の向上 

ゲアン省 ○灌漑整備、参加型水管理、農
薬・肥料使用適正化、農民組織強
化 

（加工・製造） 
食品加工・商品開発 

ラムドン省 ○食品加工・観光などを含めた６
次産業化の促進 

（流通、消費） 
流通改善・コールドチェ
ーン 

ハノイ市・ホ
ーチミン市 

○消費者ニーズへの対応、鮮度保
持 
○民間投資によるコールドチェー
ン整備 

気候変動への配慮 メコンデルタ ○塩水遡上対策、節水栽培等 

高度人材の育成 カントー大学
等 

○農業、環境管理等の人材育成能
力強化 

（日越農業協力対話第１回ハイレベル会合資料より）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

茨城県が行おう
としている取組
は、この部分に
ついて、貢献で
きるものと考え
ております。 
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今後のご協力についてのお願い 

高付加価値野菜の
栽培の実現 
- 適切な生産管理
（農薬等） 
- 土づくり 
- 高付加価値品種
の選定・導入 
- 生産者の意識改
革 

MARD 
(ベトナム) ハノイ市近郊 

（ナムディン省等） 

茨城県 

◎ハノイで流通 
- 日系モール 
- 地場高級ショッ
ピングモール 

- 宅配 など 

農林水産省 
(日本) 

県庁 

DARD 

JA 

生産者 

技術研修 

技能 
実習生 

日
越
農
業
協
力
対
話 

貢
 
献 

指
導 

指
導 

生産技能
移転 

JICA草の根 
技術協力 

協
力
（
覚
書
） 

民間企業の皆
様のご協力が
不可欠 

＝ 

フードバリューチェーンの構築 







メコンデルタ農業投資促進セミナーのご案内 

記 

１ 主催 ベトナム計画投資省 
（共催：茨城県、ジェトロ茨城、常陽銀行、茨城県中小企業振興公社） 

２ 日時 平成２６年１２月４日（木）［参加費］無料 
  （受  付）１４：００～１４：４０（覚書調印式※）１４：４０～１４：５０ 
  （セミナー）１５：００～１７：００ 
  ※常陽銀行とベトナム外国投資庁の業務協力に係る覚書調印式を併せて開催 

３ 場所 市町村会館１階講堂（水戸市笠原町９７８－２６（茨城県庁北側、地図別紙）） 
※市町村会館には駐車できませんので、県庁駐車場（無料）をご利用ください。 

４ 内容（逐次通訳） 
時間 内容 講演者等 

14：00～14：40 受付 
14：40～14：50 常陽銀行とベトナム外国投資庁の覚書調印式 常陽銀行頭取、外国投資庁副長官等 
15：00～15：10 セミナー開始（知事あいさつ） 橋本知事 
15：10～15：20 計画投資副大臣あいさつ トゥ副大臣 
15：20～15：40 講演「ベトナムの投資環境」 外国投資庁副長官 
15：40～16：00 講演「メコンデルタ農業の投資潜在力」 西南部指導委員会副委員長 
16：00～16：05 （休憩） 
16：05～16：25 講演「メコンデルタへの日本企業進出のポイ

ント」 
ジェトロ・ホーチミン事務所長 

16：25～16：50 メコンデルタ進出事例発表 エースコック株式会社海外事業部長 
16：50～17：00 質疑応答 

５ お申し込み方法等 
平成２６年１２月２日（火）までに別紙申込書の内容をＦＡＸ又はＥメールにより茨城県国際課あ

て送付願います。 

 茨城県では、本年３月にベトナム農業農村開発省と農業分野の覚書を締結する
など、ベトナムとの協力関係強化を推進しています。 
 このたび、ベトナム計画投資省、ジェトロ茨城及び常陽銀行との共催により、
ベトナム有数の農業地帯である、メコンデルタ地帯への農業関係投資に係る標記
セミナーを開催することとしましたのでご案内いたします。 
 当日は、ベトナム政府、ジェトロや現地進出企業から、成長著しいベトナムに
ついて具体的な現地事情の情報を得られる貴重な機会となりますので、下記によ
り奮ってご参加くださいますようお願いいたします。 

＜お申し込み・お問い合わせ先＞ 
  茨城県国際課国際戦略グループ 担当 真木、小林、綿引 
  ＴＥＬ ０２９－３０１－２８５７ ＦＡＸ ０２９－３０１－１３７５ 
  Ｅメール kokuko@pref.ibaraki.lg.jp 



（別紙）茨城県国際課 国際戦略グループ あて ＦＡＸ ０２９－３０１－１３７５ 

メコンデルタ農業投資促進セミナー申込書 

所属  

申込担当者職氏名  

ＴＥＬ  

ＦＡＸ  

Ｅメール  

所属 職名 氏名 備考 

（参考）会場周辺図 
サントル千波

至水戸ＩＣ 至国道６号

米沢町

至国道６号

県庁西

県庁

（来客用駐車場）

開発公社

市町村会館

（会場）

※駐車不可

米沢町東

至国道６号

県庁中央

県庁前交番

国道５０号バイパス
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